


























I は じ め に
1960年以降， わが国経済の高度成長に伴い， 農業構造は著しい変貌を遂げてきた． 農業生産のにな





規模や農業労働力規模からみた農家の階層構成の変化は， このことを如実に示している ） ［すなわち，
この時期における基本的な変化は， 農業壽従者の減少率と農家数の滅少率の不均衡から生ずる， 農家
の農業労働力規模の全般的な零細化で， これは1960年に32. 1 o/oであった第二種兼業農家率が1975年に










の類型区分を行っているり それによれば， 郊外農村空間（高度通勤兼業地域）， 都市周辺農村空間
（通勤兼業地域）， 後背農村空間（不安定兼業地域）， 農業卓越農村空間， 出稼ぎ農村空間の五つの地




えば都市周辺農村空間から後背農村空間にかけて の 地 域 で は， 小規模農家や零細農家が第二種兼業
化， 脱農化の道をたどっている一方で， 農業生産性 ・農業所得水準の高い自立経営農家の存在が広く
認められる豆 都市化の進展に伴う近郊高集約度地域の遠心的移動は， わが国以外においても地理学
者の関心を集めてきた豆 グレゴ ー ルは， 都市からの距離の増大につれてまず農業集約度は上昇し，






学研究におけるコソビュ ー ター 使用の普及の結果， 統計表示地区を単位地域として計量的手法を用い











茨城県出島村は東京の北東70キロ メ ー トルに位置し， 村の三方を霞ヶ洞に囲まれている ． 村の西境
を国鉄常磐線が通過しているが， 村内に国鉄駅は存在しない ． 出島村はまた， 茨城県南部の中心都市
である土簡市に近く， さらに神立工業団地にも接している． 入口の推移をみると， 1960年に18,260人
であったものが1975年には17,152人へとわずかに減少している． 神立工業団地に接する新興の都市化
地区を除くと外部からの転入世帯は少なく， 1975年においても農家率は73. 5%と高い値を示す． 全体
として出島村は入口微減型ないし人口維持型の農村地域として性格づけることができる·
農家の専兼業別構成の変化をみると， 1960年から1975年にかけて農家経営の農外指向が著しく進行
したことがわかる（第1表） • 1960年に54. 5%と高い値を示していた専業農家率はその後の15年間で3
分の 1 以下に減少し， これと対照的に第二種兼業農家率が1975年には全体の半ば近くまで増大してい
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しかし， このような第二種兼業化・ 通勤兼業化への傾斜が強まっていく一 方で， 専業農家率がなお











であるために， 細かな地城的ニュア ‘ノスは消されているが， それでも農業指向地区が地域的にまとま
って， 東京から50 ,..__,100キロ メ ー トルに位置する平地部に， とりわけ台地部を中心として広く存在す





























出島村において上の定義にあてはまる農家は19 75 年に236戸存在した 13) _ このうち， 男子農業専従
者が3人以上存在する農家は2戸にすぎず， また 1戸を除いて残り全部が家族労働力による農業経営
であった． 二人の男子農業専従者は， これらの農家のほとんどにおいて， 父親と息子もしくは父親と
娘婿の二世代の組合せから成っており， その比率は自立経営農家全体の95 %を上まわる． 下の世代の
男子農業専従者の年令分布をみると， 10歳台が1 4人， 20歳台が138人， 30歳台が70人， 40歳以上が10
人となっており， 20歳台と30歳台を合計すると全体の約9割に達している 特に20歳台の若年労働力
が 138戸の農家において農業に専従していることは， 農外雇用機会が急膨張した1960年以降の経済高












家の分布はきわめて不均等である． 第2 図は農業集落を単位 地区として， 各地区における自立経営農
家の数とその集落農家全体に対する比率をあわせて図示したものであるが ， 自立経営農家の1戸も存
在しない集落が全体の6分の1近くにあた る13 集落存在し， これに1戸のみの集落と2戸の集蕗を加
えると全体の半数を上まわる44集落に達する． これに対して， 自立経営農家の5戸以上存在する集落
は全体の 4 分の1 の20集落であり，これら上位20集落に146戸の自立経営農家が 集中している． 総農家
数が 集落によって大きく異なるた め， 自立経営農家の絶対数の分布と集落農家全体に対する比率の変
動は必ずしも対応しない． 分布の不均等性はこの比率のちらばりによって最もよく示されるが， 絶対
数の分布に較べると比率の地区による差異はいくぶん狭まっている． それでも， 20%以上の自立経営
農家率を示す農業集落が 6集落存在し， さらにこの中には30% 以上の値を示す2 集落が含まれ て い
る．
第2図で明らかなように， これら自立経営農家の集中地区は地域的にまとまって存在している． な



























接している． しかし， 旧下大津村の湖岸地域におけるように， バ ス道路に沿いしかも水田率の高い集
落が20%以上の自立経営農家率を有する場合もある． このように， 自立経営農家の存立条件に関し




自立経営農家群の経営耕地面積規模は全体的に他の農家群を大きく上まわる． 施設園芸， 養鶏， 養
豚などは耕地をほとんど必要としないが， 出島村の自立経営農家のうち経営耕地面積が1ヘクタ ー ル
未満の農家は10戸にすぎない これに対して， 2ヘクタ ー ）レ以上の農家は98戸に逹し全体の41. 5%遠






















































ー経営1 戸 数 1 構成比
（％） （戸） （戸） （％） 
59 25.0 32 1215 45.6 
38 16.1 24 202 7.6 
37 15. 7 21 329 12.3 
22 9.3 17 228 8.6 
22 9.3 20 110 4. 1
13 5 5 6 41 1. 5
12 5.1 7 90 3. 4
10 4.2 ， 58 2.2
8 3.4 4 126 4.7


















ると， 後継者にあたる若い世代の農業専従者のうち， 20%以上に相当する51人が日雇 ・ 臨時雇兼業に













家は， 一品目に収入の大半を依存しているという点で， 農業経営の単純化が著しく進んでいる ． 水田
は蓮田として利用されるため， 米にしても自給用程度にしか生産されない場合が多い ． 田宿， 平川，
戸崎， 大前の四つの農業集落には合わせて23戸の蓮根生産農家が存在するが， これら農家の蓮田以外
の経営田畑面積をみると，稲田と普通畑の面積がともに0.5ヘクタ ー ルを下まわる農家が15戸に達して



























落花生および甘藷栽培， 養豚もしくは肉牛飼育， 栗栽培の4部門の複合経営を行なっており， かつい
ずれの部門においてもかなりの農業生産を実現している． 全体的にみて殻も重要度の低い栗栽培にし
ても， 9戸までが0. 5ヘクタ ー ル以上の栗畑を経営している また， 簑豚の場合には， どの農家も子




















上） 稲豚I· 肉牛飼育 (0. 5ha以上）
A ゜ ゜ ゜ ゜
B ゜ ゜ ゜ ゜ ゜
C ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜
D ゜ ゜ ゜ ゜ ゜
E ゜ ゜ ゜ ゜
F ゜ ゜ ゜ ゜ ゜
＇、゜ ゜
H ゜ ゜ ゜ ゜
I ゜ ゜ ゜ ゜ ゜
J ゜ ゜ ゜ ゜






また， 6戸の自立経営農家の販売収入一位部門がすべて米である田子内にしても，う ち 5戸 は養蚕
を行ない，残りの一戸も善豚を行なっており，稲部門への依存度がそれほど高いとはいえない ． これ
らの集落の自立経営農家と荻平における自立経営農家を比較すると，前者においては畑地経営面横が
















る． 施設園芸農家以外の3戸の自立経営農家においては， 提鶏， 養豚， 酪農がそれぞれ第一位部門と
なっている． いずれの場合にしてもこれらの農家は， 6戸平均で0.86ヘクタ ー ルの規模を有する水田
稲作と上にあげた部門との複合経営を行なっている． 施設園芸農家の場合， 10001n 2,..._,2500m2 の加湿















花生を主体とする畑作， 養蚕， 栗栽培などを主な経営部門として， 比較的同質性の強い農業経�が各
農家において行なわれていた豆農家労働力の股業経営による吸収の度合も地域的に伝ff-一様に高く
1960年における農家一戸当りの基幹的農業従事者数をみても， 出島村の80農業集落：のうち68集落まで







を， その全体的特性と地区的多様性について記述してきたが， 以下ではそれらの分｀ 析に基づいて自立
経営農家の存立基盤について若干考察することにしよう．
第4表は自立経営農家の経営耕地のうち， 稲田と普通畑についての面積規模別農蕩謬文を示したもの
である． 稲田についてみると， 全自立経営農家のうちの約4分の3 が 0.5ヘクタ ー ル以上の水田稲作
を行なっており， 下大津地区の蓮根栽培農家を除くほとんどすべての自立経営農家望汀且要な農�経営
部門となっている． これに対して， 0.5ヘクク ー ル以上の普通畑を保有している農蕩ては全体の半数に
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第4表 自立経営農家の経営耕地規模別構成(1975年）
こ (ha) <O. 5 o. 5,___,o. 7 0,7........,1.0 1.0,..__,1.5 1. 5:s;; 
Jim) < .5 47 5 6 4 ゜
o. 5,..___,o. 7 17 14 ， 5 ゜
0.7,..___,1.0 30 11 16 13 2 
1. o,..__,, 1. s 26 8 10 5 1 















ぎなリスクを伴なわないことから， 水田， 畑地， 樹園地， 林地がバランスよく存在する出島半島中央
部の地区において， 自立経営農家率が高くなる傾向がみられる．
これに対して， 台地末端の田伏中台や志戸崎に典型的にみられるように， 畑地， 樹園地の広い基盤
を持たない地区においては， 稲作以外に集約的な農業生産部門を経営していることが， 自立経営農家





るが， このうち二人の男子労働力を自己の農業経営の中で完全に吸収しているもの は6戸 に すぎな
い 「自立経営」の概念と必ずしも一致しないこのような農家群に対して， 同じように普通畑が 0.5
ヘクク ー ルにn儲たなくとも， 高い農業収入をあげ二人の男子農業専従者を完全に農業経営に吸収して
いる自立経営農家においては， 蓮根栽培や比較的規模の大きい簑豚， 捉鶏， 施設園芸， なし栽培など
を稲作部門の他に経営している場合が多く， かつこれらの部門からの収入が農業収入の大部分を構成
している． このうち， 出島村の全自立経営農家の約15%を占め， 地域的にも下大津地区に自立経営農
家率の高い地域を成立せしめている蓮根販売収入一位農家群においては， 蓮根生産が稲作と競合する
ため， 柏田の経営耕地自体が0.5ヘクタ ー ルを下まわる農家が多い ． 蓮根栽培は多額の資金投入を必
要とせず， また 1ヘクタ ー ル当り2 ,....__, 3人の労働力を必要とするところから， 土地条件が合致し， 蓮
根状焙の核心地域の土計］に近接した下大禅地区において， 多数の自立経営農家を存続せしめたものと
考えられる．













が最も多く， 20歳台と30歳台を合わせると全体の約 9 割に達する． 自立経営農家は全農家の 8. 2 o/oを
占めるにすぎないが， 30歳未漉の男子農業専従者についてだけみれば， 全体の約 7 割が自立経営農家
に集中している． それゆえ， 将来の地域農業をになう核となる農家集団として， 自立経営農家は重要
な意義を有する．
(2) 自立経営農家の分布は農業集落ごとに著しく不均等である． 本文では触れなかったが， 専業農
家率やいわゆる農業本業農家率 17)と較べて， 自立経営農家率の場合， 集落間の差違がより明確に現わ
れるという特性がある． 各農業集落の農業指向度を示す指標として， 自立経営農家率はきわめて鋭敏
な指標といえる．
(3) 自立経営農家の農産物販売収入一位部門は， 出島村全体でみると比較的分散しているが， 農業
集落単位でみると集中度が高い ． とりわけ， 自立経営農家率の高い集落においてそれぞれある一つの
部門に集中する場合が多く， 農業集落を単位として同質的な農業経営形態を有する自立経営農家が集
団的に存在していることを示している． これに対して， 憐接する農業集落であっても， 荻平と飯岡の
ごとく， 自立経営農家の農業経営形態は大きく異なる場合が多く， 各農業集落の土地基盤の特性と，
農家の意志決定を規定する社会的環境としての農業集落の重要性を物語っている ．
(4) 旧下大津村の湖岸地域や志戸崎， 田伏中台などの台地末端に位置する集落では， 稲作部門以外
に蓮根栽培， 施設園芸， 養鶏などの農業生産部門を経営する自立経営農家が多く， かつこれらの部門
によって農業収入の大半を得ている．
(5) これに対して， 台地中央部の荻平， 西成井をはじめとする農業集落においては， 水田の他に広
い畑地 ・ 樹園地を有する自立経営農家が多い． これらの農家の多くは， 米を農産物販売収入の第一位
部門としているが， 実際には稲作の他に畑作（甘藷， 落花生）， 漿豚， 栗栽培など多くの部門を複合し
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て， 農業所得の不足を補っている．
本研究に着手するにあたっては， 筑波大学地球科学系の山本正三教授に多大の示唆を受けた． 資料収集に際し
ては出島村役場企画課の方々に便宜をはかっていただいた． 記して惑謝の意を表したい． また， 快く長時間の聞
き取り調査に応じてくださった多くの農家の方々に深く惑謝したい
本稿を昭和55年4月で筑波大学を退官される高野史男教授に献星いたします
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Agriculture-oriented Farm Households in an Outer 
Metropolitan Rural Area 
AJ{ira TEZUKA 
With the economic development in Japan, the part-time farm households have increased 
sharply in recent few decades. In 1975, more than sixty per cent of japanese farm hoese­
holds are mainly engaged in non-agricultural jobs. This phenomenon is particularly obvious 
in the metropolitan rural space. However, under this general tendency, there exist in the 
outer metropolitan rural space many farm households who choose farming activities as 
their households'businesses. In this study, the writer has analysed the characteristics of 
those agriculture-oriented farm households in an outer metropolitan rural area, Dejima, 
Ibaraki prefecture, situated 70 kilometers northeast of Tokyo. The agriculture-oriented 
farm household was operationally defined as the farm household who had two men or more 
(aged from sixteen to sixty five years) engaged in agriculture more than 150 days per year. 
The results obtained are as follows. 
(1) Almost all those farm households have two agriculture-engaged men composed of family
members of two generations (householder and his son or his daughter's husband). About 
seventy per cent of those of the younger generation is under thirty years of age. While 
agriculture-oriented farm households occupy only 8. 2 per cent of all farm households in 
Dejima, they reyresent about seventy per cent of all agriculture-engaged men under thirty 
year old. 
(2) The distribution of those farm households is quite uneven among unit areas (rural
communities). And each concentrated rural community has his specific farming activities
type. In other words, several agriculturally homogeneous groups are in existence on the
basis of rural community. This fact shows not only the difference of physical environment
of each rural community, but the importance of the rural community as social environment
concerning the dicision making of each farm household.
(3) In the southwest area and other circumferential areas, many agriculture-oriented farm
households obtain their main income from a single farming activity such as the lotus roots
production (southwest area), the flower or vegetable cultivation in facilities, the poultry­
farming etc.. On the contrary, the central area is characterized by the farm household
whose cultivated land under management is relatively large and whose farming activities
are composed of several different sections (e. g., the rice farming, the sweet potato and
peanut cultivations, the pig raising, the chestnut cultivation etc.).
(4) Agriculture-oriented farm households determined in this study include partly those farm
households whose agricultural income is insufficient and therefore is complemented by the
wages of daily labor in construction works of agriculture-engaged persons (mainly those of
the younger generation).
